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山内 紫 国立身体障害者リハビリテーシ ，ンセンター 研究所 

1 . はじめに 

国立研究機関における、 研究の組織，運営の 間 臆 のうち、 おそらく恩も 困難と 

思われるものに、 研究者の内面から 発する主体的・ 自主的研究と 国家的要請にこ たえるべき研究の 調和・ 詩整 の 間魎 があ る。 前者に主点を 仁 き 過ぎる と 独りよ 

がりになる危険性があ るし、 「税金の無駄近い」 、 「国立研は大学ではない」 等 

の非難を招きがちであ る。 実株、 国立研は設置目的を 実現することにその 使命が 
あ るのであ って、 研究員の 悉志 によってテーマの 選択がなされてはならない。 

一方、 後者のみに偏した 時には、 研究員の研究者としての 自主性・ 自発性を損 
ない、 研究意欲の減退から 研究能力の衰退を 招くおそれもあ る。 国立研は、 ただ、 

与えられたプロジェク トを受動的にこなすことに 終始してはならず、 国家的視野 

から、 研究として 「何をなすべきか」 を間摂提起する 任務もおっている。 目的指 

向の拐 碓 な研究機関においても、 研究員は不断に 自己所演 に 務めるべきであ って 、 

狭い視野に M じ も って当面のプロジェク トの完遂にのみ 甘んじてしまったので は 研究能力の向上も 望めないであ ろ 、つ 
このような問題忘我 に 立ち、 上記両者を両立させるために 代行してきた 方式に 
ついて報告する。 

2 . 日立身体肝古者リハビリテーションセンター 研究所について 

国立身体障害者リハビリテーシ ニ ンセンター研究所は、 国立身体障害者リハ ピ 
リテーションセンタ 一の附置施設として 5 年前に股立され、 今日に至っている。 

樟 書工学研究部 ( 英語名は、 D e p a r t 血 e n t  o 土 R e h a b i l i 一 

Ⅰ a Ⅰ l O n E 一 r i n g ) は年次計画によって 1 9 8 5 年に発足、 
現在まで 4 年間を経過している。 

国立身体席書音リハビリテーションセンターは 1 9 7 9 年に厚生省の 施設 と し 

て 設立され、 本年 1 0 周年を迎えるが、 肢体不自由、 碑銘 樟害 、 視覚障害等の 陣 

吉者約 5 0 0 名を収容し、 日常生活 刮 棟から職業別棟まで、 社会復帰を援助する 
ための豆生訓練所を 中心に、 病院、 捕装具士や言語 刮棟士 妊の養成のための 学院、 

および研究所が 設住されており、 所沢市の何所沢飛行 指 跡地に 2 4 h a をしめて 

いる。 なお、 職業訓練のためには、 敷地内に労働省の 暉昔者雇用促進事業団の 設 

立した職業リハビリテーションセンターとの 連係を保っている。 

研究所は、 医学系 2 、 工学系 2 、 社会心理学系 1 の 5 部門よりなっており、 工 

学系部門としては、 障害工学研究部の 他に、 福祉機器開発部があ り、 補装具、 車 
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椅子等の福祉機器の 開発、 評価に携わっている。 
したがって、 障害工学研究部は、 リハビリテーション 工学全般には 黄任 をおっ 

ているが、 福祉機器に関する 日常業務には 直接携わる必要はないく、 新規福祉機 

器の開発ならびにそれに 要する りハピ リテーション 工学の研究を 主要な任務とし 
て 位置付けている。 

3 . 我々の 拭行 した 逢 古方針 

発足にあ たって、 1 . で述べた問題意識に 立ち、 次のように運営方針を 定めた。 

( 1 ) 研究テーマは、 血 i s s i o n を明確にしたもの、 自主的に取り 組むもの 

の 2 種類のものを 設定する。 

m i s s i o n を明確にしたテーマとしては、 病院その他から 依頼された テ一 

マ 、 開発課魎を主として 取り上げることにする。 これらは、 可能な限り早期に 実 
用 化を目的としたものであ って 、 「サービス業務」 として位置付けた 取り組みを 
行なう。 

自主的に取り 組むテーマとしては、 研究員のバックバラウンドから 出発し、 リ 
ハビリテーション 工学の領域でいまだ 確立していないものを 主として取り 上げる。 

この際、 実用化の視点は 短期的には必ずしも 必要としない。 1 0 年以上必要と 思 
われるものであ ってよい。 むしろ、 1 0 年後に 簡憶 となるようなテーマを 選定す 
べきであ る。 

上記 2 種類のテーマに 関する研究活動の 配分としては、 おおむね 5 0 % つ っを 

割く ことを目安とする。 

( 2 ) 研究テーマの 選定における 視点としては、 「センサ と アクチュエータ」 に 
おく。 主たる理由は、 各種 ぬ 器は、 これから将来にわたってさらにインテリジェ 
ント化の進むことが 予想されるが、 介助， 介蔽 ・身体機 館 の補完 に 用いられる機 
器に関しては、 インテリジェント 化に必要な C P U まわりの技術レベルに 比して 
外界からの信号を 取り込むセンサおよび 外界に制御を 及ぼすアクチュエータの 進 
歩が遅れていると 考えられるからであ る。 特に、 対 急が人間であ る % 台 は ついて 
の 工学的取り扱いは 問題が残されている。 

( 3 ) 理想的には、 ( 2 ) で検討、 開発してきた 技術が ( 1 ) のレベルに移行し、 

実用化を目指すものとなることにあ る。 当面、 性急にこれを 追求することはしな 
いか 、 その可能性があ れば、 ただちに実用化に 努力するととする。 

この運営方針は、 偉者が大学から 国立研に移るにあ たって是非 拭付 してみたい 

と考えていたものであ った。 これは、 1 0 年近く以前に 英国の N P L での運営力 針 変更の話を珠諒したことに 始ま る そのこ ろ N P L では、 社会にフィードバッ 

ク できる成果を 追求するようにとの 方針変更が出されており、 研究の自由との 関 
連 が議論されていた 模様であ る。 当時、 勤務時間 3 0 % は社会に ( 直接 ) 有用な 
業務に携わることがガイ ドラインとして 出されていたが、 必ずしも実行されてい 
ないとのことであ った。 

L N P の例について、 工業技術院の 友人連と何度か 株諒 をしたことがあ るが、 
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このような運営は 国立研では困難であ るというのが 大方の意見であ った。 しかし、 

1 . で述べた問題を 解決できる見とう しを得ることはできなかった。 

N P L においては、 主として、 研究の成果が 社会に還元されていないとの 問題 
忠誠にたって 楕緩 きれたもののようであ るが、 リハビリテーションセンター 研究 
所においては 租種 的な意義を持って 実行可能と判断したものであ る。 すな ね ち、 ( 1 ) ここでは m  Ⅱ s i o n が明確であ り、 訓練所、 病院などの 現 掲からの 要 
詰の多いことが 予測されたこ と 

( 2 ) しかし、 現 拐からの日常的要求に 応えることに 終始したなら ぱ 、 日進月歩 
の技術進歩に 取り残されてしまい、 1 0 年後には主体的な 研究・ 開発の能力を 喪 

失してしまい、 その時点において 要求される m i s s i o n の遂行も不可能となっ 

ているおそれもあ ると考えられたこと。 

( 3 ) リハビリテーションにおける 工学の役割は、 あ くまで補助的なものであ っ 

て 、 日常業務に直接的な 黄任を負うことは 少ないと予測されたこと。 従って、 研 

究活動のかなりの 部分を自主研究に 共やしても本来の 業務に支障をもたらすこと 
は 少ないと判断したこと。 

( 4 ) 真に i n t e r d i s c i p l i n a r y であ り ぅ るためには、 それに 参 

加 する個人は自分の d i  Ⅱ i p l i n e の第一線において 十分に通用する 案 ； 
を 常日頃 養っておく必要が あ る と A の分野では B の話をし、 B の分野では A の話をするという 存在は i n t e  d i p l i n a r y な立揖 ではややも 

すれば陥りがちであ るが、 そのような存在を 排したかったこと。 

4 . 通貨方針より 見た主な成果 

実妹に研究を 始めることのできたのは 3 年前であ るが、 この間上で述べた 方針 
を 試行してきた。 自己評価としては、 この方針はこれまでのところ 正しかったと 
考えている。 主な成果を運営方針の 面から紹介することにする。 

( 1 ) 速記タイプ方式による 音声情報の文字表示システム 
すでに述べたように、 5 0 0 名ほどの訓練生を 抱えているが、 この中には 1 0 

0 名 程度の時 党 洋吉者が含まれている。 彼等とのコミュニケーションは 手話、 要 
約 年紀などに 頗 っているが、 せめて集会の 時くらいは話のすべてを 伝えたいとい 
うのが 現 掲からの要請であ った。 そこで、 サービス業務のテーマとして 取り上げ 
ることに した。 

租 々の方式を検討した 結果、 音声情報を機械で 処理できる信号に 変換できる 最 
も 速く確実な方式は 速記タイプラ イ 夕方式であ るとの結論に 達した。 これは、 特 
殊なキーボードから 入力し、 速記記号を専用用紙に 印字 し 、 あ とで日本語化する 
方式であ る。 速記タイプの 入力を直接パソコンに 入力し、 ぬ械 処理によって 日本 請文章とする 方式を開発するこ と と し た 
速記タイプは、 仮名を想定しているので、 漢字混じり文を 表示しょうとする と 一人の速記者のみで 入力した % 台、 漢字変換、 謀 入力の訂正等は 不可能であ る 

公開 案 旗を行なって 意見を聞いた       ろ、 漢字混じり文への 要求が高かったので 
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( 2 ) E E E センサの開発と 塘尿病性棉膜 捷恵者のための 血拮値 センサ 

従来、 リハビリテーションに 関連した工学の 分野としては 主として機械工学的 
アプローチが 中心であ り、 患者の生化学的億棟に 対するアプローチは 臨床検査の 
方法を持ち込んだだけであ った。 しかし、 これからのリハビリテーションにおい 
ては、 患者の生化学的情報に 基づいたアプローチが 必要とされると 考え、 バイオ 
センサの検討を 行ない、 従来のバイオセンサの 欠点を改良しうるものとして、 白 
金黒表面に酵素を 固定化することを 試みた結果、 白金黒表面に 酵素が大童に 固定 

化 可能であ り、 直接電極表面に 固定化するために 高速応答性のバイオセンサを 構 
成できることを 確認した。 これを E E E  ( E n z y m e  E m b o d i e d 

E l e c Ⅰ r o d e )  センサ と 命名した。 

このセンサは、 応答 性 のみならず、 ダイナミックレンジも 5 桁におよび、 微小 

化も容易であ り、 直径 1 0 円 m の電極上に作成した 時も満足な応答が 得られた。 
これに対して、 病院の方から、 糖尿病性 綿膜症 患者の血糖値を 自己管理するた 

めの血糖値センサ 開発の依頼があ り、 目が不自由でも 血桔 値を測定できる 方式の 

開発に取り組んだ。 種々の方式を 検討した結果、 甘 種 反応の研究のために 開発さ 

れた非定常法を 利用することにし、 定 電位パルスに 対する 2 m s 後の応答を用い 

た グルコースセンサを 試作した。 ダイナミックレンジは 2 桁たらずと小さくなっ 
ため、 基本的にこの 方式で実用化可能と 判断し、 現在、 そのための研究を 挽けて 

る 
バイオセンシンバに 定宙位 バルスのような 非定常法を用いることは、 我々のグ 
ループが最初であ り、 E E E センサとあ わせてバイオセンサの 研究を一歩進めた 

ものと自負しているが、 自主研究テーマとして 出発したものが、 特殊なニーズに 

遵 過し、 それが逆に本来の d i s c i p l i n e の発展に寄与することができた 

例 と して位置付けてよいと 考えている。 

以上の我々の 経 検は特殊であ って一般に同棟のことが 期待できるとは 限らない。 

しかし、 始めに述べた 国立研におけるジレンマの 間短は、 それぞれの 括 所での意 
識 的 努力の積み重ねなしには 解決できないであ ろうと考えている。 
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